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じて、①平成 24 年３月 13 日、乙銀行ａ支店の行員から現金 200 万円の払戻
しを受け（詐欺）、②同日、丙銀行ｂ支店に設置された現金自動預払機から現






――東京高判平成 25 年９月４日、判例時報 2218 号 134 頁（１）
田　中　優　輝
（１） 　本稿は、2016 年６月 11 日に海上保安大学校にて開催された中四国刑事法判例研究会
での報告をもとにまとめたものである。本判決の評釈類として、富山侑美「振り込め
詐欺の『出し子』の罪責について」上智法学論集 59 巻３号（2016 年）239 頁、杉本一敏・
平成 26 年度重要判例解説（2015 年）172 頁、浅井弘章・銀行法務 21・784 号（2015 年）
22 頁、今井誠・捜査研究 768 号（2015 年）16 頁、内田幸隆・法学教室 413 号別冊判例
セレクト 2014［I］（2015 年）34 頁、福嶋一訓・警察公論 69 巻５号（2014 年）88 頁、





























（２） 　長野地松本支判平成 25 年２月 21 日公刊物未登載。









めており（乙銀行の普通預金規定 13 条（2）③（原審甲 42 号証）、丙銀行の












































































（６） 　東京高判平成 17・12・15 東時 56 巻１＝ 12 号 107 頁、東京高判平成 18・10・10 東
























高判平成 24・７・５高刑速平 24 年 207 頁がある。五十嵐恒彦・研修 774 号（2012 年）
104 頁によると、最決平成 24・11・28 公刊物未登載で上告棄却とのことである。
（８） 　振り込め詐欺救済法も、預金債権が口座名義人に帰属していることを前提にして、
その消滅等の手続を定めるものである。
（９） 　最判平成 20・10・10 民集 62 巻９号 2361 頁。本判決自体は、権利濫用に当たらない
とされた事例である。
























（10） 　『最高裁判所判例解説民事篇・平成 20 年度』523 頁以下〔石丸将利〕。
（11） 　最判解・前掲注 10・527 頁〔石丸〕。
（12） 　最決平成 15・3・12 刑集 57 巻３号 322 頁。




























（16） 　最判解・前掲注 10・524 頁〔石丸〕。
（17） 　告知義務違反という構成を介する必要はなかったと評するものとして、杉本・前掲
注１・173 頁。













なしに行うことはできない。最判平成 12・３・９金法 1586 号 96 頁参照。
（19） 　最判解・前掲注 13・133 頁、141 頁〔宮崎〕参照。もっとも、最判解・前掲注 10・
524 頁〔石丸〕は、平成 15 年刑事決定を前提に、誤振込みがあることを秘して払戻し
を請求することは権利濫用に当たると述べている。







































年）14 － 15 頁も、「ここでの本質的問題は、告知義務違反ではなく、銀行の占有に要
保護性が認められるかどうかであ」ると述べる。
（22） 　松田・前掲注 20・68 頁、橋爪隆「銀行預金をめぐる犯罪の成否について」刑事法ジャー
ナル 31 号（2012 年）10 頁、照沼亮介「預金口座内の金銭の法的性質―誤振込の事案
を手掛かりとして―（3）」上智法学論集 58 巻１号（2014 年）68 頁。なお、組織犯罪
処罰法 10 条の犯罪収益隠匿等の罪の成否は別問題である。















田隆行「振り込め詐欺救済法の実務上の問題点」金融法務事情 1921 号（2011 年）98
頁参照。











































13・127 － 128 頁〔宮崎〕）。












































うる。参照、佐伯仁志「犯罪の終了時期について」研修 556 号（1994 年）15 頁以下。
研究会でも、振り込め詐欺の共犯としての処理を考えるべきとの意見が強く出された。
同じような問題意識から詐欺の既遂時期の再考を示唆するのは、田山・前掲注１・229
頁。
